
 

◎拡大する放置竹林の解消を目指し、竹材を活用した新産業の創出と流通シス

テムの構築をめざす 

No.４ 静岡県西部地域づくり活動支援協議会（静岡県西部地域） 

事業名 浜松地域のものづくり力を活かした竹林の再生と新産業の創出 

 
事業の概要 

浜松地域のものづくり力を活かし、拡大する放置竹林の解消を目指して竹材を地域で供給する流通シ

ステムの構築、竹の微粉末を飼料に使うことで農畜産品の品質を高めるブランド化、竹を材料とした

高品質な工業製品（家具等）の開発・販路開拓等を支援し、竹林の再生につなげるとともに、竹材を

活用した新産業の創出を図る。 
 

主な構成主体 中間支援の内容 

①公益財団法人浜松地域イノベ

ーション推進機構 

14 の研究会を開催し、地域企業の必要とする情報の発信、事業化

プロジェクトを推進しており、当事業全体の企画・運営を担う。 

②浜松市 ６次産業化に向けた情報提供、関係機関との調整等を担う。 

③湖西市 ６次産業化に向けた情報提供、関係機関との調整等を担う。 

④浜松信用金庫 試食会の集客、専門家の紹介等、ネットワークを生かした支援を担

う。 

⑤静岡県立大学 ※ 農畜産品のブランド化に向けたデータ分析、マーケティング戦略の

立案。 

⑥静岡文化芸術大学 ※ 工業製品の品位向上に向けた製品のデザイン（学生コンペ）を担う。 

⑦静岡県西武農林事務所 ※ 放置竹林の伐採事業を進めており、地権者との調整、事業計画の修

正（伐採した竹材を外部へ搬出できるようにする）等に協力する。 

※…協議体の構成メンバーではなく、外部の協力機関 
支援対象 地域づくり活動の内容 

①十八農産 農畜産業を営む 竹粉を活用した畜産物のブランド化 

②田中造園 農業を営む 竹粉を活用した農作物のブランド化 

③伊藤製作所 木材を使った工業製品の製作・販売 竹材を使った工業製品の開発・販売 
 
実施体制 
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情報提供、専門家派遣、広報支援
等【中間支援のポイント③④】

静岡県立大学 静岡文化芸術大学 

データ分析、マーケテ
ィング戦略立案支援 

工業製品開発に向けた
学生コンペの開催 

【中間支援のポイント①】
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取組内容 

取組①竹材のサプライチェーン構築 

浜松地域に広く存在する放置竹林は静岡県の森の力再生事業やボランティア活動等で伐採され

る。行政、地権者、整備事業者、利用者間の調整を実施し、必要とする利用者が伐採された竹材を

利用できるような流通システムを構築するための支援を行った。 

取組②農畜産品のブランド化 

竹の微粉末やチップを利用して高品位に仕上げた農畜産品（牛や野菜類）のブランド化支援を行

った。また、大学や研究機関での科学データ取得支援およびマーケティングによるブランドイメー

ジ創出の支援を行った。そして、販売に先立って試食会開催の支援も行った。 

取組③新製品･新商品の開発 

竹を材料とする工業製品の開発のため、専門家によるデザイン性向上や販路開拓・販売促進のた

めのマーケティング検討支援を行う。デザインを専門とする大学生によるデザインコンテストを開

催し、竹の美しさのアピールに努める。 

 
 

１ 中間支援の活動プロセスにおける課題と対応 
 

プロ

セス 
支援対象 中間支援 成果・効果 

取
組
の
背
景
・
動
機 

・浜松地域は天竜区を初めとして豊富な森林・農地を有する。しかしながら近年、放置竹林の拡大、森林の荒
廃等の課題が生まれ、環境破壊の元になっている。静岡県の森の力再生事業で放置竹林の伐採が行われてい
るが、まだ不十分であり、整備事業を拡大することが必要であった。 

・一方、浜松地域は自動車、オートバイ、楽器、工作機械、光電子分野等の高いものづくり力を有している。
リーマンショック以降活力が低下した浜松地域に、竹材を利用して新事業・新産業を創出することが求めら
れていた。 

・そのような中、浜松地域イノベーション推進機構が中心となり、浜松地域資源活用研究会が平成 25 年９月
に設立された（行政、大学、竹林所有者、NPO、製造業、農畜産家、リサイクル業、造園業、等約 70 人が会
員）。ここでは、竹等の未利用資源の有効活用等を目指して活動していたが、具体的な新規商品の開発等に
向けた資金確保が大きな課題となっていた。 

 

体
制
構
築
の
き
っ
か
け 

・浜松信用金庫は、５～６年前か
ら経営コーディネーターとし
て、浜松地域イノベーション推
進機構に出向してもらってお
り、企業間のマッチング支援、
起業時の相談支援等でサポート
してもらっている。 

・浜松市は、推進機構へ様々な事
業を委託しており、つながりが
深い。また、平成 25 年９月に立
ち上げた地域資源活用研究会の
メンバーとしても参画。 

・湖西市も地域資源活用研究会に
参画。また、以前より湖西市で
は養豚場の匂いの抑制が課題と
なっており、同研究会へ相談し
ていた経緯があった。 

 

・浜松信用金庫は浜松地域イノベー
ション推進機構に出向するなど
以前よりつながりがあったこと、
また、平成 25 年９月に立ち上げ
た浜松地域資源活用研究会を通
じて、浜松市や湖西市ともつなが
りがあったことが、協議会構築の
きっかけとなった。 

・また構築には、浜松地域イノベー
ション推進機構の前川氏が中心
となってコーディネートした。 

【中間支援のポイント①】 

・事業実施以前より、浜松信用金庫
からの出向受け入れや多様な関
係者が集まり地域の課題を議論
する研究会を設置していたこと
等から、浜松地域イノベーション
推進機構を中心とした体制の構
築に至った。 

支
援
対
象
の
選
定 

・十八農産、田中造園は、農畜産
品の品質の向上やブランド化を
検討していたが、資金的な面な
どから、なかなか具体的な行動
に移すことが難しい状況であっ
た。 

・伊藤製作所も、竹材を活用した
新規商品の開発・販売を検討し
ていたが、本業の忙しさや新規
商品開発の資金確保が難しい面
等から具体化が進んでいなかっ
た。 

・十八農産、田中造園、伊藤製作所
は全て研究会のメンバーでもあ
り、支援対象とすることで協議会
としての目標に合致し、放置竹林
の解消や新規商品の開発等に資
すると考えられた。 

【中間支援のポイント①】 

・協議会メンバーと支援対象の双方
が、地域の課題や将来的なビジョ
ンを十分共有した中間支援のス
キームを構築することができた。 



 

プロ

セス 
支援対象 中間支援 成果・効果 

商
品
企
画
・
開
発 

・支援対象が利用するための竹の
確保に向けて、竹を伐採して利
用できるようにするサプライチ
ェーン構築が必要であり、その
ための対象地（放置竹林）の選
定が課題であった。 

 
 
 
 
 
・従来の農畜産品と竹粉を活用し
た農畜産品の品質の違いについ
て、科学的に竹粉活用の優位性
を示す根拠が乏しかった。 

・取組①～③の周知を図ることを目
的として、竹の活用や当事業の内
容等に関するセミナーを実施し
た。 

・静岡県西部農林事務所、セミナー
に参加した自治会（利用可能な竹
林を有する地権者が所属）、竹材
利用者、森林組合で話し合いや竹
林伐採・搬出の試行を行った。 

【中間支援のポイント②】 
 
・牛肉と野菜に対する竹粉の効能に

ついて、科学的な比較実験を行っ
た。牛肉についてはうま味、脂っ
ぽさ、おいしさ等に関する官能検
査等を行い、野菜（ラディッシュ
を使用）では、成長の度合いや質
量等を比較した。 

・２か所の竹林で実際に竹材を利用
していく方向で決定した。 

・セミナーに参加した自治会より竹
林利活用の提案があったことが、
実際のサプライチェーン構築に
つながった。 

 
 
 
 
 
・牛肉については、竹粉を牛の餌に

混ぜた牛肉の方の優位性が明ら
かとなり、ブランド化に向けた材
料を得ることができた。 

 

デ
ザ
イ
ン 

・竹材の素材の特徴を活かした高
級感のある工業製品（椅子）の
開発を検討していた。 

・専門家自ら 1/10 縮尺で椅子のデ
ザインを４案提案。それをもとに
製品化に向けたデザインの検討
が進められた。 

・ランプのデザイン数の増加が望ま
しいとの専門家の指摘を受け、台
座のデザインを複数にした。 

・既に製品化していたランプ商品の
多様化につながった。 

・竹材を活用した椅子の開発・販売
に進むこととなった。 

・新たにワインラックも商品化され
た。 

販
路
開
拓 

・竹粉を活用した農畜産品の品質
向上に関する成果を地域へ広く
周知し、販路開拓につなげるこ
とが課題であった。 

 
 
・開発した工業製品の販路開拓先
をどうするかが課題となってい
た。 

・市内の有名ホテルで農畜産品の試
食会を開催した。 

【中間支援のポイント③】 
 
 
 
・マーケティングの専門家のアドバ

イスを受けるとともに、専門家の
ネットワークを活用して製品の
展示先（東京のミッドタウン等）
の提案を受けた。 

・有名ホテルでの試食会がきっかけ
となり、ホテルでの食事会での利
用や竹を使った商品の販売をし
てもらう方向で調整が進むこと
となった。 

 
・東京ミッドタウンでの展示・販売

に向けて、調整が進むこととなっ
た。 

広
報
・
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン 

・竹粉を活用した農畜産品の品質
向上、竹材を使った工業製品の
開発等に関する成果を地域へ広
く周知する必要があった。 

・マーケティングの専門家等のアド
バイスを受け、市内の有名ホテル
で農畜産品の試食会を開催する
とともに、竹の効能等を伝える展
示会も開催した。 

 
・積極的に新聞社を中心とするメデ

ィアに情報を提供し、取組の露出
度を高めた。 

【中間支援のポイント③】 

・参加者の多くが竹の効能や竹粉の
効果について理解を深める機会
となった。 

 
 
 
・多くの新聞記事やテレビで取組が

取り上げられ、認知度の向上に大
きく貢献した。 

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
維
持
・
向
上 

・竹粉の効能を証明するための、
竹粉を使った肥料で育った野菜
と従来の野菜との比較検査が必
要。 

・ガスクロ検査で協議会メンバーの
意向を重視しすぎた。 

【中間支援のポイント④】 

・作業の大幅な遅れがあり、検査に
不適切な部分も見つかり、再検査
が必要となった。 

 

○工夫点・取組が上手く進んだ点 ○苦労した点 

①以前からの関係が実効性の高い事業スキームや協議会の体制構築に寄与 

平成 25 年９月に、浜松地域イノベーション推進機構が中心となって立ち上げた「地域資源活用

研究会」がある。ここには、放置竹林の問題や農畜産業の活性化等に対する課題意識が非常に高か

いメンバー（行政、大学、竹林所有者、NPO、製造業、農畜産家、リサイクル業、造園業、等）が

２ 中間支援のポイント（取組の中で見られた工夫・取組が上手く進んだポイント等） 



 

約 70 名参画している。このメンバーの中に、協議会メンバーの浜松市や湖西市も参画しており、

支援対象である十八農産、伊藤製作所、田中造園も加わっていた。 

浜松市は、浜松地域イノベーション推進機構に様々な業務も委託しており、つながりが深い。湖

西市も、以前から湖西市では養豚場の匂いの抑制が課題となっていたことから、当研究会へ相談を

寄せていた経緯がある。 

また、浜松信用金庫は、５～６年前から経営コーディネーターとして、浜松地域イノベーション

推進機構に出向してもらっており、企業間のマッチング支援、起業時の相談支援等でサポートして

もらっていた。 

このような研究会としての活動を通じて、農畜産や工業の活性化に向けて、関係者の課題認識や

ニーズをある程度関係者で共有できていたこと（竹粉を使った農畜産品の品質向上、工業製品の商

品開発や販路開拓等）、また、研究会を通じて組織間の関係性もある程度構築されていたことから、

協議会の立ち上げが比較的円滑に進んだ。 

②行政の積極的な関わりによって事業が大きく前進 

県西部農林事務所が担当する県の事業「森の力再生事業」では、以前より放置竹林の伐採が行わ

れていた。しかし、この事業では伐採した竹を竹林から外へ持ち出すことが制度上困難であったこ

とから、浜松地域イノベーション推進機構は県西部農林事務所に対して、伐採した竹を有効活用で

きるように制度の変更を働き掛けていた。 

県西部農林事務所も放置竹林の解消に向けた竹の利用には前向きで、竹林に混在する多くの地権

者が所属する自治会との調整を積極的に行った。 

また、浜松地域イノベーション推進機構が行った竹の効能や取組の内容を周知することを目的と

したセミナーに、地権者が所属する自治会が参加しており、そこで自治会から放置竹林の利活用に

ついての相談があったことも大きかった。 

その結果、地権者との大きなトラブルや時間的なロスもなく、円滑に調整が進み、２か所で放置

竹林の伐採・利用ができるようになった。 

③マスコミの積極的な活用 

セミナーの開催、竹林伐採・搬出の試行、試食会の開催など、協議会の活動を新聞社を中心とす

るメディアに積極的に情報提供し、新聞やテレビに取り上げられる頻度を高めた。それによって多

くの人の目に触れることとなり、認知度向上につながった。また、また特に費用がかからないこと

からも費用対効果が大きい方法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④コーディネートとスケジュール管理のさらなる向上 

竹粉の効能を証明するため、竹粉を使った肥料で育った野菜と従来の野菜との比較検査を行うに

あたり、協議会メンバーの意向を重視しすぎたことで作業に大幅な遅れが発生し、検査方法につい

ても不適切な部分が見つかり、再検査が必要となる結果となった。さらなる関係者間のコーディネ

ートやスケジュール管理が求められる。 

 

３ 支援対象の成果 

放置竹林から伐採された竹を、竹材の利用者（支援対象）へ供給する仕組みが２件構築された。 

また、竹粉による品質向上によって生産された牛肉や野菜を使った料理の試食会では、約 170 名の

参加があり、47 万円の売上を達成し、当初見込みを大きく上回った。 

竹製の工業製品の開発では、ランプやワインラック等の高級志向の製品が商品化され、販売に至る

ことができ、既に３万円のランプが１台売れている。今後、浜松市内の家具店での展示販売（家具店

社長が商品を高評価している）や東京ミッドタウン内の店舗での展示販売を予定しており、デザイン

指導を行った専門家やマーケティング指導をした専門家（浜松市内の家具店や東京ミッドタウンの店

舗も紹介）の商品に対する評価も高い。また、試食会に合わせて商品展示したところ、非常に好評で

問い合わせも多かった。以上より、年間 200 万円（月に６台以上の売上）の目標達成を見込んでいる。 

 

表 成果目標の達成状況 

成果指標 事業開始当初 平成 26 年度目標 達成状況 

①放置竹林で伐採された竹を必
要とする利用者に供給できる
仕組みを作る。伐採された竹を
利用者に供給するモデル・ケー
スをスタートする。 

０件 ２件 ２件達成し、供給す
る仕組みが確立さ
れた。 



 

成果指標 事業開始当初 平成 26 年度目標 達成状況 

②市内有名ホテルにおいて試食
会を開催する（試食会は有料）。 

０円 売上 30 万円 売上 47万円となり、
目標を大きく上回
った。 

③高品質な竹製の工業製品を開
発し、デザイン、マーケティン
グ検討を行って高級品として
販売する。 

未販売 年間売上 200 万円 既に販売を開始し
ており１台が売れ
ている。 
試食会での展示に
おいても好評。 

 

 

 

 

 

 

 

 

放置竹林の伐採と竹粉化の様子 

 

 

 

 

 

 

試食会及び展示会の様子 

 

 

 

 

 

 

 

開発中の椅子と商品化されたランプ 

４ 地域づくり活動支援体制としての成果と課題 

◎それぞれの専門性・特徴を活かした支援 

取組１においては、以前から関わりのあった行政が積極的に関与してくれたおかげで関係者間の

調整をスムーズに行うことができた。また、多くの地権者への対応を自治会役員が中心的に担った

ことで、大したトラブルもなく、また時間的なロスもなく取組を進めることができた。 

取組２においては、試食会という明確な目標を設定することにより、浜松市は竹の食に関する安

全性について指導を行い、湖西市および浜松信用金庫は試食会の広報を行うなど、協議会メンバー



 

が的確に役割分担をしながら協力して支援を行うことができた。 

◎金融機関のネットワークの活用 

取組３においては協議会メンバーの浜松信用金庫のリコメンドにより、適切なアドバイザーを選

定することができ、デザインとマーケティングの両方で適切なアドバイスを受けることができた。 

◎関係者間のさらなるコーディネートとスケジュール管理が課題 

取組２のガスクロ検査において、協議会メンバーの意向を重視しすぎて作業が大幅に遅れ、検査

結果も不適切な面があり、今後の再実験が必要となった。 

また、取組３では、支援対象の本業でトラブルが発生し、新製品・新商品の開発にかける人手が

トラブル対応にまわり作業が遅れた。 

関係者間のコーディネートや様々な場合を想定したスケジュール管理等にさらに取り組んでい

く必要がある。 
 

５ 地域づくり活動支援体制としての今後の展望 

◎平成 27年度以降も支援を継続、拡大 

平成 27 年度は、平成 26年度の取組をさらに発展させ、サプライチェーンの仕組み拡大、農畜産

品のブランド化の促進、さらなる新製品・新商品の開発を図る。 

さらには未利用資源として森林や藻類、下水汚泥等の利用法の調査・研究を実施する。調査・研

究の担い手としては協議会の会員である有識者やリサイクル業者の他、必要に応じて大学や県内の

研究機関に依頼する。活動資金としては、新たな財源の獲得を目指す。 

平成 28 年度は、農畜産家のグループ化による取組の拡大を図り、農畜産品のブランド化の促進、

参加する事業者の拡大と新たな新製品・新商品の開発を図る。 

更には未利用資源に対する取組として、森林資源、アオサを中心とする藻類、下水汚泥等のエネ

ルギー利用等の支援を行う。 

表 平成 27 年度、平成 28 年度の予定 

取組 平成 27 年度 平成 28 年度 

①竹材のサプライ

チェーンの構築 
・サプライチェーンの仕組み拡大 
・年間を通じての構築 

・継続 

②農畜産品のブラ

ンド化 
・ブランド化の促進 
・参加企業の増加 

・農畜産家のグループ化によるブラン

ド化の促進 
③新製品・新商品

の開発 
・専門家デザインの椅子の開発・販売 
・エレキ・ギターの開発・販売 

・専門家デザインの椅子の開発・販売 
・新たな製品の開発・販売 

④その他 ・森林や藻類、下水汚泥等の利用法の

調査・研究 
・森林資源、アオサを中心とする藻類、

下水汚泥等のエネルギー利用等の

支援 

◎中間支援活動費の確保 

中間支援活動費の確保に向けて、来年度以降は新たな財源の獲得を目指す。それまで基本的には

支援対象の独自資金で活動を継続する。 

◎活動の体制の NPO 法人化 

当面は協議会が継続して支援を行うが、将来的には協議会メンバーを中心に NPO 法人を設立し、

そこが中心となって支援を継続することを考えている。 

 


